
「広域降灰対策に資する降灰予測情報に関する検討会」 報告書案（概要）

２．降灰量に応じた防災対応の呼びかけ改善
➢ 大規模噴火時に、住民や地方公共団体等が広域降灰対応を迅速に行えるよう、内閣府検討会報告書で示された各ステージの火山灰

量の閾値（30㎝以上、３㎝以上、微量以上）との対比が分かるように呼びかけや情報改善が必要
⚫ 火山灰警報等の導入
⚫ 降灰量と防災対応を紐づけた階級表の改善
⚫ 大規模噴火による広域降灰が見込まれる場合、防災対応のトリガーとなる情報（火山灰警報等）を新たに発表
⚫ 噴火の推移に応じた降灰の見通し情報として、１㎜以上の降灰量もわかるよう降灰予測情報を改善

➢ 噴火前に防災対応の準備をするための情報が必要
⚫ 噴火警報の中で噴火前における降灰に対する警戒呼びかけを強化

降灰予測情報の降灰量の改善イメージ

【現状】1㎜以上は同一のカテゴリー（赤色）

【改善後】1㎜以上の降灰量も分かるよう改善

イメージ

新たに発表する火山灰警報等
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1．趣旨
〇 大規模噴火発生時の広域降灰対策全般について、内閣府の「首都圏における広域降灰対策

検討会」報告書が取りまとめられ、降灰量等に応じた防災対応や降灰の見通し等に関する情報
の必要性が示された。

〇 それを受け、気象庁において本検討会（計3回）を開催し、降灰予測情報の改善案を取りまと
めた。

内閣府の「首都圏における広域降灰対策検討会」報告書（令和７年３月）より

資料２ー１

※内閣府の「首都圏における広域
降灰対策検討会」を踏まえた火
山灰量の閾値と検討されたとる
べき対応（黄色マーカー）及び
対応する呼びかけの種別

※累積降灰量に応じた防災対応
は内閣府の検討会にて示されて
いるものを参考に作成

これら改善によって、大規模噴火時の住民や地方公共団体等における広域降灰対策を支援



広域降灰対策に資する降灰予測情報発表のイメージ

火山灰予測情報

噴火関
連情報

噴火発生“深部”から“浅部”
へのマグマの移動

地震急増
地殻変動

“深部”の
マグマ溜まり

広域における降灰

地下のマグマ上昇等により、噴火の可能性が高まっている

解説情報
（臨時）

降灰予報
（定時）

噴火と情報発表の改善イメージ

➤ ➤ ➤ 地震の急増、急激な山体膨張等 ⇒ 適時、噴火警戒レベル引上げ
➤ ➤ ➤ 観測データから活動低下と判断 ⇒ 適時、噴火警戒レベル引下げ

噴火
予報

噴火
警報

降灰予報
（速報）

降灰予報
（詳細）

降灰調査
（聞き取り調査含む）

解説
資料

解説
情報

広域降灰を生じうる噴火
の判断可
（ただし、その後どのくらい
継続するかは不明）

広域降灰を生じうる
噴火の判断不可

噴火後
5～10分

噴火
警報

噴火
速報

降灰調査（聞き取り調査
含む）結果を含めて発表

以降、3時間
毎に発表

継続時間が短い噴火を想定

噴火後
20～30分

レベル５
レベル5
の切替

噴火数時間前 噴火後数十分噴火直後

（注）ここで示す火山の活動状況は一例であり、実際は様々なケースがある。

正式名称は「火山の状
況に関する解説情報」

正式名称は「火山
活動解説資料」

レベルに応じた仮定噴煙高を設定

火山灰警報
(仮称)等

火山灰
注意報

火山灰
警報

降灰予報
（詳細）

降灰予報
（詳細）

降灰予報
（詳細）

降灰予報
（詳細）

火山灰
警報

大規模噴火（継続時間が長い噴火）を想定

噴火後
30～40分

観測した噴煙高を用いて
降灰量の計算を行い発表

噴火のおそれがある火山で噴
火を仮定して定期的に発表

事前の計算結果から最も適当
な結果を抽出して即座に発表

噴煙高度を一定と仮定した6時間
先までの予測を3時間毎、または
噴出状況が変化した場合に発表

噴火後
1時間程度

広域降灰を伴う大規模噴火が発生した旨
を呼びかけ（トリガーとなる情報）

内閣府の「首都圏における広域降灰対
策検討会」において「噴煙高度が火口
上10,000m以上、噴火が30分程度
継続」が「広域降灰を生じうる噴火」の
判断基準（案）として示されている

火山灰
警報

記者
会見

記者
会見

降灰による警戒呼びかけ強化

降灰による警戒呼びかけを強化

1㎜以上の降灰量が
分かるよう改善
（見通し情報）

新たに導入
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降灰に対して警戒すべき地域を記載


	スライド 1
	スライド 2

